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	（問１）今回の支払告示及び資本取引告示の改正内容及び趣旨如何。
	（問２）支払告示第１号（イ、ロ、ホ、チ）及び資本取引告示第１号から第３号までにおいて規定している「対象者（当該非居住者）のために対象者（当該非居住者）以外の名義で行われるものその他の当該対象者（当該非居住者）のために直接又は間接に行われるもの」というのは、どのような取引を指しているのか。
	（答）制裁対象者により制裁対象者以外の名義（第三者の名義）で行われる支払等及び資本取引や、制裁対象者以外の第三者が制裁対象者の指示又は依頼を受けて制裁対象者のために行う支払等及び資本取引を指します。
	（問３）今回の改正の対象外となっている制裁対象者（「資産凍結等の措置の対象となるロシア連邦の団体及び個人」等）については、制裁対象者のために第三者の名義で行われる支払等や資本取引といった、制裁対象者のために間接に行われる支払等及び資本取引の規制の対象外となるのか。
	（答）外為法の支払等及び資本取引の規制については、形式的な名義等が誰であるのかではなく、支払等及び資本取引の意思決定を行っている実質的な当事者が誰であるのか、その利益が誰に帰属するのか等を総合的に勘案し、規制の該否が判断されるものであり、改正前の規定においても、こうした第三者の名義で行われる支払等及び資本取引や間接に行われる支払等及び資本取引については規制の対象となっています。今回の改正は、規制対象の範囲を変更するものではなく、FATF第四次対日相互審査における指摘等を踏まえ、当該規制の対象の範囲...
	（問４）支払告示第２号（二、ホ）において制裁対象者に実質的に支配されている法人その他の団体に対する支払等も規制対象としているが、規制の趣旨如何。
	（答）支払告示第１号（イ、ロ、ホ、チ）及び資本取引告示第１号から第３号までにおいて、制裁対象者以外の名義（第三者の名義）で行われる支払等や資本取引といった、制裁対象者のために行っているものについて、規制の対象となることを明示しています。他方、実質的な支払等や資本取引を行う者を特定することは困難な場合もあることから、当該支払告示の規定の実効性を確保する観点から、同告示において第２号（ニ、ホ）を追加し、制裁対象者に実質的に支配される法人その他の団体への支払等についてすべからく規制の対象とし、当該制裁対...
	（問５）支払告示第２号（二、ホ）に規定する「実質的に支配されている法人その他の団体」とは、具体的にどのような場合に該当するのか。
	（答）「実質的に支配されている法人その他の団体」とはケースバイケースで判断する必要がありますが、例えば一つの基準としては、制裁対象者が当該法人の発行済株式総数の過半数以上を保有している場合（いわゆる「50％ルール」等）が該当します。
	（問６）制裁対象者のために第三者の名義で行われる支払等、制裁対象者のために間接に行われる支払等及び制裁対象者に実質的に支配されている者との支払等について、銀行等は外為法第17条に基づく確認義務について、どのように履行すればよいのか。
	（答）外為法上の支払等規制に違反する疑いがある支払等、高リスクと評価され慎重な確認が必要であると認められる顧客に関する支払等及び資本取引について、例えば、公知の情報の追加的な調査や顧客へのヒアリングにより更なる情報を取得する、或いは支払等の原因となる原取引に関する資料の提示を求めるなど、こうした慎重な確認を行うことにより、外為法第17条に基づく確認義務を履行することが考えられます。



